
（平成２３年７月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1454 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年６月から 44 年 12 月までの国民年金保険料について

は、還付されていないものと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年６月から 44 年 12 月まで 

申立期間は未加入期間とされているが、母が私の国民年金保険料を納

付しており、国民年金手帳の記録から、保険料が納付されていたのは明

らかである。 

今回の申立てにより、申立期間が厚生年金保険の加入期間であること

が判明したが、国民年金保険料の還付を受けていないので保険料を還付

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立ての調査の過程において申立人に係る未統合

の厚生年金保険被保険者期間が判明しているところ、申立人が所持する国

民年金手帳にＡ市による検認印が押されていることから、申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付していたことが確認できる。 

また、Ａ市及びＢ市における申立人の国民年金被保険者名簿によれば、

申立期間は、保険料納付済期間と記録されているが、当該期間の保険料を

還付した記録は見当たらない。 

さらに、還付記録がある場合、国民年金被保険者台帳は特殊台帳として

マイクロフィルムで保存されるべきところ、申立人に係る同台帳は見当た

らない上、オンライン記録においても申立期間の保険料を還付した記録は

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を還付されていないものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1455 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年７月から６年３月までの期間及び同年５月から７年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年７月から６年３月まで 

  ② 平成６年５月から７年３月まで 

「ねんきん定期便」で年金記録を確認したところ、国民年金に加入し

ていた期間のうち申立期間が未納となっている。申立期間に係る確定申

告書の控えを提出するので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成元年分及び３年分から８年分までの所得税の

確定申告書（控）によれば、３年分から５年分までの確定申告書（控）に

記載されている国民年金の支払保険料額は、当該年の１月から 12 月まで

の保険料の合計額と一致しているほか、元年分及び６年分から８年分まで

の支払保険料額についても当該年の１月から 12 月までの保険料の合計額

とおおむね一致している。 

また、オンライン記録において各申立期間の前後の期間について国民年

金保険料の納付が確認できるほか、平成元年分及び３年分から８年分まで

の所得税の確定申告書（控）で確認できる申立人の所得金額に大きな変化

は無く、国民年金保険料を納付したとする申立人の主張に不自然さはみら

れない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1456 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの期間及び 50 年４月の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年１月から同年３月まで 

② 昭和 50 年４月 

昭和 46 年４月頃にＡ市からＢ市の実家に帰省し、アルバイト等をし

ながら両親等と同居していた。国民年金への加入手続や国民年金保険料

の納付は、全て父親が行っていたと記憶しており、生活環境に何の変動

も無い中、申立期間①について、納付済期間の途中の３か月が未納とな

っているのは考えにくい。また、申立期間②についても、納付できなか

ったはずはないと思うので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が国民年金への加入手続を行っていたとしてい

るところ、国民年金手帳記号番号払出簿及びＢ市の国民年金被保険者名簿

により、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 46 年３月 28 日を国民年

金被保険者資格取得日として、同年４月 20 日に払い出されていることが

確認できることから、申立人の父親は、申立人が同市の実家に帰省したと

する時期に加入手続を行ったものと考えられる。 

また、申立人が国民年金被保険者資格を取得してから、再就職により厚

生年金保険被保険者資格を再取得する昭和 50 年５月 21 日までの期間の国

民年金保険料について、申立人は、申立人の父親が納付していたとしてい

るところ、申立期間を除き全て現年度納付されていることから、その納付

意識の高さがうかがえる上、申立期間は２期間で４か月と短期間である。 

申立期間①について、Ｂ市では昭和 47 年４月から国民年金保険料の納

付方法を印紙検認方式から納付書方式に切り替えているところ、同市の国



民年金被保険者名簿により、申立人の国民年金保険料は、46 年４月から

同年 12 月までの分が同年 12 月に一括納付され、47 年４月から 50 年３月

までの分が３か月単位で現年度納付されていることが確認できる上、申立

人の父親の仕事や生活環境に特段の変化が無い中、申立期間①を未納とし

たまま、47 年４月以降の分の保険料を現年度納付するのは不自然である。 

申立期間②について、雇用保険被保険者証及びオンライン記録により、

申立人は、厚生年金保険被保険者資格を取得した昭和 50 年５月 21 日に再

就職したものと推認でき、申立人が再就職した時期には、Ｂ市から昭和

50 年度分の国民年金保険料納付書が送付され、当該納付書により保険料

を納付できる状態にあったものと考えられる上、申立人の父親の仕事や生

活環境に特段の変化が無い中、同市において保険料の納付が納付書方式と

された 47 年４月から 50 年３月までの保険料を納付期限内に納付しながら、

当該期間に続く申立期間①の保険料を未納とすることは考えにくい。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1459 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの期間及び 50 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年１月から同年３月まで 

② 昭和 50 年１月から同年３月まで 

昭和 44 年 11 月に婚姻したが、私が国民年金に加入していないことを

知った妻が加入手続を行い、国民年金保険料は、妻が夫婦二人分を納付

していた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②はそれぞれ３か月と短期間であり、その前後の期間の

国民年金保険料は納付済みとされている上、国民年金手帳記号番号払出簿

によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 46 年１月８日に払い

出されていることが確認できるところ、申立人は、45 年４月から 60 歳に

到達する前月の平成９年＊月までの期間において、申立期間を除き保険料

の未納は無い。 

また、申立人の妻も、厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 44 年

11 月から 60 歳に到達する前月の平成 15 年＊月までの期間の国民年金保

険料に未納は無く、国民年金に未加入だった申立人の加入手続を行うなど

国民年金に対する意識は高いものと推認される。 

さらに、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）に

よれば、申立人とその妻の国民年金保険料の納付年月日は確認できる限り

一致していることから、納付意識の高い妻が、申立期間についてのみ自身

の保険料だけを納付し、申立人の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料については、納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2476 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 109 万 4,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 27 日 

株式会社Ａから「平成 18 年６月 27 日に支給した賞与について厚生年

金保険料を控除していたが、当時、被保険者賞与支払届を提出していな

かったため、保険給付に反映されていない。」との連絡をもらったので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成 18 年６月 27 日に支給された賞与に係る賞与明細書から、申立人は、

109 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2477 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 27 日 

株式会社Ａから「平成 18 年６月 27 日に支給した賞与について厚生年

金保険料を控除していたが、当時、被保険者賞与支払届を提出していな

かったため、保険給付に反映されていない。」との連絡をもらったので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成 18 年６月 27 日に支給された賞与に係る賞与明細書から、申立人は、

150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2478 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 27 日 

株式会社Ａから「平成 18 年６月 27 日に支給した賞与について厚生年

金保険料を控除していたが、当時、被保険者賞与支払届を提出していな

かったため、保険給付に反映されていない。」との連絡をもらったので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成 18 年６月 27 日に支給された賞与に係る賞与明細書から、申立人は、

150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



宮城国民年金 事案 1457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から同年 12 月まで 

私の国民年金保険料納付記録について照会したところ、申立期間は納

付事実が確認できなかったとの回答を得た。 

昭和 61 年３月末で勤務時間短縮のため、健康保険及び厚生年金保険

の被保険者資格を喪失し、国民健康保険の加入手続で市役所へ行った時

に、国民年金にも加入するよう指示を受け、すぐに手続をした覚えがあ

るので、回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人の国民年金被保険者資格

の新規取得に係る処理は、平成元年７月 10 日に行われている上、申立人

の国民年金手帳記号番号は、同年６月頃に払い出されたと推測されること

から、申立人の国民年金加入手続は同時期に行われたものと考えられ、当

該時点では、申立期間の保険料は時効により納付することができず、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

また、申立人は、国民健康保険の加入手続を行った時に、市役所の担当

者から国民年金にも加入するよう指示を受けたと説明しているが、申立人

の父に係る健康保険被保険者記録を調査したところ、申立期間に合致する

昭和 61 年４月４日から 62 年１月 16 日までの期間について、申立人が父

の被扶養者として認定されていることが確認できることから、健康保険に

ついて父の被扶養者として認定されていながら、自ら国民健康保険にも加

入するとは通常考え難く、申立人が記憶違いをしている可能性も否定でき

ない。 



さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1458（事案 1114、1257 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 10 月から 59 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 57 年 10 月から 59 年 12 月まで 

申立期間は、飲食店を経営し､順調に国民年金保険料を納付していた。

昭和 60 年に商売替えをしてからはうまくゆかずに納付できなくなった

が、申立期間の国民年金保険料は必ず納付していたはずなので、当該期

間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）仮に申立人が申立期間の国民年

金保険料を３か月分ずつ納付していた場合、保険料を収納した金融機関又

は行政機関が複数回にわたって事務処理を誤り、申立人に係る納付記録が

欠落したと考えるのは不自然であること、ⅱ）Ａ市の国民年金被保険者名

簿においても申立期間の保険料が納付されたことを示す記録は見当たらな

いこと、ⅲ）申立期間について夫婦共に未納となっていることなどから、

既に当委員会の決定に基づく平成 22 年４月 30 日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

また、申立人は、申立期間は経済状況も良好であり、国民年金保険料を

納付していたはずなので、納付記録を訂正してほしいとして再申立てを行

ったが、保険料の納付について新たな事実及び提出できる資料は無いとし

ており、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年 11 月 12 日付け

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回同様、国民年金保険料の納付について新たな事実

及び提出できる資料は無いとしており、そのほかに委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1460 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 11 月から 59 年１月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年 11 月から 59 年１月まで 

私は、会社の倒産により失業した昭和 57 年 11 月から再就職する 59

年２月までの間、国民年金に加入し国民年金保険料を納付した。 

申立期間について国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）によれば、申立人は、昭和

46 年１月 14 日に国民年金被保険者資格を取得しているが、52 年８月１日

に同資格を喪失しており、それ以降の資格の取得及び喪失の記録は無いこ

とから、申立期間は国民年金の未加入期間として記録されている。 

また、オンライン記録によれば、申立期間は未納期間とされているとこ

ろ、申立人が申立期間後に厚生年金保険被保険者資格を喪失して国民年金

に加入したのは第３号被保険者となった平成２年２月１日であるが、同年

２月から７年１月までの期間について第３号特例納付の届出がなされたの

は９年３月 31 日であり、それまで厚生年金保険から国民年金への切替え

が行われていなかった状況がうかがえる。したがって、申立期間について

も国民年金への加入手続が適切に行われておらず、この第３号特例納付の

処理に併せて未加入期間から未納期間に変更されたと考えるのが自然であ

る。 

さらに、申立人から聴取しても、加入手続の時期、保険料の納付方法及

び金額についての記憶は定かではない上、申立人が、申立期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年４月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年４月から 55 年３月まで 

学生の時は国民年金に加入していなかったが、母親が私の国民年金の

加入手続を行った時に、国民年金保険料を遡って納付できると聞き、２

年分の保険料をまとめて納付したことを記憶している。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和 57 年３月２日に払い出されていることが確認できる上、Ａ市の国

民年金被保険者名簿（紙名簿）が同年２月 10 日に作成されていることか

ら、申立人の国民年金の加入手続は、同年２月頃に行われたものと考えら

れ、その時点では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付すること

ができない期間である。 

また、申立人は、その母親が遡って２年分の国民年金保険料をまとめて

納付したことを記憶しているところ、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名

簿）によれば、昭和 57 年２月 26 日に昭和 56 年度分の保険料が現年度納

付され、57 年４月 30 日に 55 年度分の保険料が過年度納付され、57 年５

月１日に 57 年度分の保険料が納付されていることが認められることから

すると、申立人は、これらの納付をもって申立期間の保険料を納付したも

のと認識している可能性がある。 

さらに、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人の母親が申立期間の国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1462 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10 年４月から 11 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住    所 ：   

               

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年４月から 11 年３月まで 

申立期間は大学４年の時であり、実家を離れていたが、住民票は実家

に残していたので、父親がＡ村役場で国民年金保険料の免除申請をして

くれた。 

    申立期間を免除期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ村の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、申立期間は未納とさ

れており、免除されたことを示す記録は見当たらない。 

また、申立人の父親は、免除を申請したのは平成８年度の１度だけであ

り、翌年度も免除期間となっているのはＡ村役場の担当者が顔見知りで、

申請しなくとも手続してくれたと思う旨述べている。 

しかしながら、この父親と顔見知りだったとする担当者は平成 10 年４

月に別の部署に異動している上、代わって国民年金の担当となった者から

は、Ａ村を通して、役場が代理で免除申請を行うような取扱いはしていな

かった旨の回答を得ている。 

さらに、オンライン記録によれば、申立期間のうち、時効にかからず納

付が可能であった期間に係るものとみられる過年度納付書が平成 12 年 12

月５日に発行されていたことが確認できることから、その時点で、申立期

間は未納であったものと推認される。 

なお、申立人及びその父親には、この過年度納付書により申立期間の国

民年金保険料を納付した記憶は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：   

  生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

  住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 48 年４月から 51 年３月まで 

昭和 48 年４月に退職した後、Ａ市に転居してすぐ、国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料は金融機関の窓口で納付していた。また、

51 年３月に婚姻してからは、夫が夫婦二人分の保険料を納付していた

と思う。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年４月に国民年金に加入したと主張しているが、国

民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号はＢ

市で 52 年４月 20 日に夫婦連番で払い出されていることが確認でき、それ

以前に、申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

また、オンライン記録によれば、申立期間当時学生であった申立人の夫

は、昭和 52 年２月 28 日に任意加入により国民年金被保険者資格を取得し

ていることが確認でき、任意加入の場合、加入手続時点以前に遡って被保

険者資格を取得することはできないことから、申立人及びその夫の国民年

金の加入手続は同年２月頃に行われたものと推認され、その時点では、申

立期間のうち半分以上は時効により国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

さらに、申立期間のうち国民年金保険料の過年度納付が可能な期間につ

いて、申立人は、社会保険事務所（当時）から過年度納付書が送られてき

た記憶は無いと述べている上、婚姻後の夫婦の国民年金保険料は夫が納付

していたと思う旨述べているところ、申立人の夫も当時の記憶は定かでは

ないとしていることから、保険料が過年度納付されたことをうかがわせる



事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 26 年９月１日から 30 年３月１日まで 

私は、昭和 26 年５月から 30 年２月 28 日まで、Ａ事業所及びＢ事業

所において、主に運転手として勤務したが、26 年９月１日から 30 年３

月１日までの厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の勤務に関する詳細な記憶及び申立人から提出のあった当時の写

真等から、申立人が、申立期間のうち、昭和 28 年５月頃まではＡ事業所

において勤務し、引き続いて同年６月頃からはＢ事業所において勤務した

ことは推認できる。 

しかしながら、昭和 26 年７月３日付けの国の通達によると、Ａ事業所

及びＢ事業所に勤務する者は従来すべて、健康保険及び厚生年金保険の被

保険者であったが、同年７月１日以降については、雇用関係の切替えによ

り、これらの者のうち被保険者となるのは、厚生年金保険法の適用事業所

に該当する物の販売の事業等に使用される者のみとする取扱いになったこ

とが確認できるところ、申立人は、この取扱いの変更があった２か月後に

厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立人がＡ事業所に引き続いて勤務したとするＢ事業所は、昭和

24 年４月１日から厚生年金保険の適用事業所とされていたが、27 年６月

１日に適用事業所ではなくなっていることから、申立期間のうち、申立人

が勤務したとする 28 年６月頃から 30 年２月末日までは、厚生年金保険の

適用事業所ではないことが確認できる上、申立人から聴取しても同僚等を

特定することができないため、当時の状況についての証言を得ることがで



きない。 

さらに、当時のＡ事業所及びＢ事業所関連の厚生年金保険の記録を管理

しているＣ事業所に照会したが、申立期間の記録は確認することができな

かった上、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録はオ

ンライン記録と一致している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2472 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 23 年４月頃から 26 年 12 月頃まで 

          ② 昭和 48 年８月頃から 49 年６月頃まで 

          ③ 昭和 50 年１月頃から 52 年 12 月頃まで 

申立期間①について、Ａ県にあった株式会社Ｂに勤務し、製造業務に

携わった。 

申立期間②及び③について、Ｃ県にあったＤ事業所の工場に勤務して

いたので、各申立期間について厚生年金保険の加入期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、株式会社Ｂが厚生年金保険の適用事業所であった

のは、昭和 18 年 11 月１日から 22 年３月１日までの期間及び 28 年４月１

日から 34 年 11 月 27 までの期間であり、申立期間は厚生年金保険の適用

事業所ではないことが確認できる。 

また、当該事業所が適用事業所であった上記期間の健康保険労働者年金

保険被保険者名簿及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿（マイクロフィ

ルム）を調査したが、申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、法務局に対し当該事業所に係る商業登記簿謄本について照会し

たところ、該当する事業所は見当たらず、元事業主も既に死亡しているた

め、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入の有無等についての証言を

得ることができなかった。 

申立期間②及び③について、申立人から聴取しても具体的な事業所名及

び勤務期間を特定することができないほか、同僚等の名前も不明であるた

め、申立人の勤務実態等についての証言を得ることができなかった。 



また、申立期間②及び③に係るＣ県に所在するＤ事業所と関連のある事

業所のオンライン記録を調査したが、申立人の名前は見当たらない。 

さらに、雇用保険の加入記録も見当たらない上、申立人は、申立期間②

及び③について、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していること

が確認できる。 

このほか、各申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2473 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年５月１日から同年６月１日まで 

私の夫は、Ａ株式会社に昭和 31 年 10 月から平成８年８月末日まで勤

務したが、申立期間の１か月だけ厚生年金保険の記録が抜けているので、

申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者台帳によると、

申立人は、昭和 48 年５月１日に被保険者資格を喪失し、同年６月１日に

再取得した記録となっており、オンライン記録及び申立人の健康保険厚生

年金保険被保険者原票の記録と一致している。 

また、申立人の雇用保険の被保険者期間は、昭和 31 年 10 月 10 日から

48 年４月 30 日までの期間及び同年６月１日から 62 年５月 27 日までの期

間となっており、厚生年金保険の被保険者期間と同様に、申立期間の加入

記録は見当たらない。 

さらに、Ａ株式会社では、人事記録は残っていないものの、同社の健康

保険厚生年金保険被保険者台帳及び雇用保険の記録からみると、申立期間

は申立人が退職していた時期であると思われるとしている。 

加えて、複数の元同僚は、時期は特定できないが申立人は、一度退職し

再入社したとしており、「申立期間に、申立人の厚生年金保険や雇用保険

の加入記録が無いのであれば、その期間は申立人が退職していた時期であ

ると思う。」と述べている上、その元同僚のうち、申立人が従事したとす

るＢ県の事業所で事務を担当していた者は、「私は、Ｂ県の現場で申立人



から退職願を預かり、Ａ株式会社に提出した。再入社については、本人が

直接当該事業所に行って再入社の意志を伝え、再度採用となった。」と述

べている。 

一方、申立人の妻は、「夫が退職願を提出したのは娘が小学校に入学し

た時であった。その後会社に戻ることになったので、すぐにＣ市の社宅に

引っ越した。」旨述べているところ、戸籍謄本において確認できる申立人

の娘の生年月日から、小学校入学は、昭和 48 年４月であったと考えられ

るほか、申立人がＣ市の住民となったのは同年６月８日であることが確認

でき、これらの時期は申立期間と近接している。 

また、申立人の妻は、「夫は、Ｄ市の実家を継ぐために退職願を出した

が、社長が実家に来て退職願を破棄したので退職とはならなかったはず

だ。」と述べているものの、この退職願を破棄したとする社長は、既に亡

くなっていることから、申立てを裏付ける証言を得ることができない。 

なお、Ａ株式会社では、昭和 47 年 10 月１日から従業員を一斉に健康保

険組合に加入させたとしているところ、申立人の健康保険厚生年金保険被

保険者原票によると、申立人は、同日付けで同組合において被保険者資格

を取得していることが確認できるが、同組合では、申立人の被保険者期間

は 48 年６月１日から平成８年９月１日までの期間であり、それ以前の記

録については、「資格喪失日が昭和の場合は、データは破棄されているた

め確認できない。」と回答しており、申立期間における加入記録が確認で

きない。 

このほか、申立人が申立期間にＡ株式会社に勤務し、厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2474 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年３月下旬頃から 33 年 11 月下旬頃まで 

Ａ株式会社の工事現場で勤務した昭和 29 年３月下旬頃から 33 年 11

月下旬頃までの期間について、厚生年金保険の加入記録は見当たらない

と年金事務所から回答があった。 

申立期間当時は、昭和 29 年４月からＢ県、30 年３月からＣ県、32 年

11 月からＤ県の各工事現場で勤務した。 

申立期間当時の社会保険は厚生年金保険、健康保険、失業保険の三点

セットで加入していたはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＡ株式会社の回答によると、申立人が主張

する各工事が行われていたことが確認できることから、期間の特定はでき

ないものの、申立人が当該事業所の各工事現場で勤務していたことは推認

できる。 

しかし、Ａ株式会社は、申立人に関する資料は無いとしていることから、

申立人の雇用期間、厚生年金保険料の控除等を確認することができない。 

また、申立人が記憶する３人の同僚について、申立期間に係るＡ株式会

社Ｅ支店の厚生年金保険被保険者名簿において、当該同僚の氏名は見当た

らない上、オンライン記録においてもこれら同僚の所在を特定することが

できないことから、当時の状況について確認することができない。 

さらに、申立人が姓を記憶する現場事務所の事務担当者について、Ａ株

式会社Ｅ支店の厚生年金保険被保険者名簿において、同姓の２人のうち回

答のあった１人は、申立てに係る工事に従事していないとしていることか



ら、当時の状況について確認することができない。 

加えて、Ａ株式会社Ｅ支店の厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間当時に被保険者資格を取得している者のうち、申立てに係る工事に従

事したと回答のあった１人は、申立人を知らないとしていることから、当

時の状況について確認することができない。 

その上、Ａ株式会社Ｅ支店が加入している健康保険組合は、申立期間当

時の関係資料を保管していないことから、申立人の加入状況を確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2475 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年４月頃から 29 年 12 月頃まで 

② 昭和 29 年 12 月頃から 30 年 10 月５日まで 

             ③ 昭和 30 年 12 月 27 日から 32 年 12 月頃まで 

各申立期間は、Ａ氏所有の「船舶Ｂ」又は「船舶Ｃ」の甲板員として、

漁に従事した期間である。 

Ａ氏の事業所は、従業員も多く、漁獲高も多かった。自分だけ船員保

険に加入していないわけがないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

各申立期間に係る船舶所有者Ａ氏は、既に亡くなっており、申立人の雇

用期間、船員保険料控除等を確認することができない。 

また、申立人が記憶する同僚４人のうち、各申立期間において、船舶所

有者Ａ氏における船員保険被保険者資格を取得している１人は、申立人を

覚えていないとしており、当時の状況について確認することができない。 

申立期間①について、船舶所有者Ａ氏の船員保険被保険者名簿において、

昭和 25 年４月１日に被保険者資格を取得している者は１人確認できるが、

当該被保険者はオンライン記録で所在を特定することができないことから、

当時の状況について確認することができない。 

また、申立期間①当時、船舶所有者Ａ氏において船員保険の被保険者資

格を取得している者のうち、回答のあった６人はいずれも申立人を覚えて

いないとしており、当時の状況について確認することができない。 

さらに、船舶所有者Ａ氏の船員保険被保険者名簿において、申立期間①

の全期間において被保険者であった者は確認できない上、当該名簿に申立

人の氏名は見当たらない。 



申立期間②について、船舶所有者Ａ氏の船員保険被保険者名簿において、

申立期間②当時に被保険者資格を取得している者のうち、回答のあった２

人はいずれも申立人を覚えていないとしており、当時の状況について確認

することができない上、当該名簿に申立人の氏名は見当たらない。 

申立期間③について、申立人が記憶する４人のうち３人は、申立期間③

のうち一部期間に船舶所有者Ａ氏において船員保険被保険者の資格を取得

していることが確認できるが、所在が確認できる１人からは回答が得られ

ず、当時の状況について確認することができない。 

また、船舶所有者Ａ氏の船員保険被保険者名簿において、申立期間③当

時に被保険者資格を取得している者のうち、回答のあった２人はいずれも

申立人を覚えていないとしており、当時の状況について確認することがで

きない上、当該名簿に申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、申立人の雇用期間を確認できる船員手帳等の資料は無く、ほか

に申立人の各申立期間における船員保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として各申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2479 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年７月１日から 58 年８月１日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ事業所に勤務していた昭和 55 年７月

１日から 58 年７月 31 日までの標準報酬月額が、給与から控除されてい

た保険料に見合う額となっていないことが分かった。当時の給与明細書

を提出するので正しい記録に訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

本申立てについては、申立人からＡ事業所が発行したものとして給与明

細書 15 か月分（厚生年金保険料等の控除額に係る記載が無く、差額支給

分と考えられる１枚を除く。以下「給与明細書①」という。）が提出され

ている。 

しかし、当該事業所は、給与明細書①に記載された基本給の金額は、当

該事業所における昭和 56 年度の俸給表と申立人の給与格付から導き出さ

れる金額とは大きく相違しているとしている。 

また、給与明細書①に記載された厚生年金保険料控除額と申立期間当時

の厚生年金保険料率から標準報酬月額を試算したところ、いずれの等級の

標準報酬月額にも該当しない上、健康保険料控除額についても同様に、い

ずれの等級の標準報酬月額にも該当しない。 

一方、当時の厚生年金保険料率及び健康保険料率の改正経過から、給与

明細書①は、昭和 60 年 10 月から平成元年８月までの期間に係るものと推

測されるところ、申立人は、当該期間には、株式会社Ｂで厚生年金保険被

保険者資格を取得していることから、仮に、給与明細書①が同社で勤務し

ていた期間に係るものとして、当該期間の標準報酬月額と厚生年金保険料



率及び健康保険料率を基に各保険料を算出したところ、算出された各保険

料額は、給与明細書①に記載された保険料額と一致するとともに、給与明

細書①について、株式会社Ｂの代表取締役に照会したところ、同代表取締

役は自身が書いたものであると証言している。 

また、申立人は、株式会社Ｂで発行されたものとして給与明細書 21 か

月分（以下「給与明細書②」という。）を別に提出しており、給与明細書

①と様式が異なることから、当初提出した給与明細書①がＡ事業所から発

行されたものであるとも主張しているが、株式会社Ｂの代表取締役は、給

与明細書の様式を変更した時期があったと証言していること、及び給与明

細書①及び②において支給されている基本給の昇給推移が自然なものとな

っているとともに、当該給与明細書に記載されている各種手当の額が同額

であるとみられることから、給与明細書①及び②は、いずれも株式会社Ｂ

に勤務した際のものと考えられ、給与明細書①が申立期間における勤務に

係るものとは認められない。 

このほか、Ａ事業所は、申立期間当時の賃金台帳等の資料を保管してお

らず、ほかに申立期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



宮城厚生年金 事案 2480 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

           

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月７日から 43 年７月まで 

私は、昭和 42 年４月７日に、同僚２名とともにＡ県Ｂ市に所在した

Ｃ株式会社に入社した。 

Ｃ株式会社に入社したことがメモしてある当時の手帳の写しを提出す

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言により、申立人が申立期間に

ついて、Ｃ株式会社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によると、Ｃ

株式会社は、昭和 45 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、事業所別被保険者名簿によれば、Ｃ株式会社の当時の代表取締役

及びその妻の当該事業所における厚生年金保険の被保険者資格の取得日は、

昭和 45 年３月１日であることが確認できる上、申立人が当該事業所の先

輩で会社設立以来の社員であるとして名前を挙げた２名の者の資格取得日

も同日であることが確認できる。 

さらに、申立人は、昭和 42 年４月７日付けでＣ株式会社に一緒に入社

した２名の同僚の姓を記憶しているところ、当該事業所に係る事業所別被

保険者名簿及びオンライン記録において、当該２名の姓の厚生年金保険被

保険者記録は見当たらない。 

加えて、複数の同僚は「Ｃ株式会社は､昭和 45 年３月１日より前は厚生

年金保険の適用事業所でなかった。」旨の証言をしている上、うち１名は、



事業主に強く要望して、昭和 45 年３月から厚生年金保険の適用事業所と

なったと証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


